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１．18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日）
(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年３月期 44,325 5.1 2,391 △10.4 2,724 △3.0

17年３月期 42,172 28.3 2,668 58.5 2,808 57.3

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年３月期 1,428 △8.5 2,343 07 2,322 63 9.2 9.5 6.1

17年３月期 1,562 62.8 12,636 85 12,515 47 11.6 10.7 6.7
（注）①期中平均株式数 18年３月期 600,556株 17年３月期 121,781株

②会計処理の方法の変更 無
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）配当状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年３月期 1,000 00 500 00 500 00 364 42.7 2.4

17年３月期 1,000 00 500 00 500 00 129 7.9 0.8

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年３月期 26,731 15,277 57.2 26,425 68

17年３月期 30,828 15,646 50.8 104,677 86
（注）①期末発行済株式数 18年３月期 577,299株 17年３月期 149,248株

②期末自己株式数 18年３月期 30,008株 17年３月期 ２株

２．19年３月期の業績予想（平成18年４月1日～平成19年３月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 18,700 200 107 500 00 　― 　―

通　期 46,800 2,030 1,180 　― 500 00 1,000 00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　2,044円00銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、経済・事業環境の変動等にか
かわる不確定要因により実際の業績は、上記予想数値と異なる場合があります。
なお、上記予想に関する事項は添付資料の連６ページ「３.経営成績及び財政状態　1.経営成績（2）次期の見通し」
を参照して下さい。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成17年３月31日現在）
当事業年度

（平成18年３月31日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金 ※１  5,069,676   6,360,530  

２　受取手形   291,279   175,422  

３　売掛金   12,533,295   10,798,983  

４　商品   4,409,369   5,103,001  

５　仕掛品   169,782   90,408  

６　前払費用   141,364   222,566  

７　繰延税金資産   880,789   418,856  

８　未収入金   282,091   141,046  

９　為替予約   56,928   2,789  

10　その他の流動資産   47,232   37,242  

貸倒引当金   △2,625   △24,891  

流動資産合計   23,879,184 77.5  23,325,955 87.3

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産 ※２       

(1）建物   334,224   330,144  

(2）工具器具及び備品   1,570,485   1,682,309  

有形固定資産合計   1,904,710 6.2  2,012,454 7.5

２　無形固定資産        

(1）ソフトウェア   205,121   180,774  

(2）電話加入権   16,763   16,763  

(3）商標権   800   600  

無形固定資産合計   222,685 0.7  198,138 0.7
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前事業年度

（平成17年３月31日現在）
当事業年度

（平成18年３月31日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

３　投資その他の資産        

(1）投資有価証券   77,573   63,448  

(2）関係会社株式   90,000   90,000  

(3）破産更生債権   ―   9,272  

(4）長期前払費用   1,358   42  

(5）繰延税金資産   530,478   529,280  

(6）繰延ヘッジ損失   1,700,848   ―  

(7）差入保証金   2,396,735   488,688  

(8）その他の投資等   24,440   23,248  

貸倒引当金   ―   △9,272  

投資その他の資産合計   4,821,435 15.6  1,194,708 4.5

固定資産合計   6,948,830 22.5  3,405,300 12.7

資産合計   30,828,015 100.0  26,731,256 100.0

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　買掛金 ※５  7,372,206   6,876,924  

２　短期借入金   120,000   40,000  

３　未払金   90,627   3,702  

４　未払費用   1,083,630   896,210  

５　未払法人税等   1,136,020   518,487  

６　未払消費税等   149,596   224,188  

７　前受金   1,768,002   1,712,825  

８　預り金   37,234   38,735  

９　賞与引当金   874,428   297,464  

10　品質保証引当金   37,000   29,000  

11　繰延ヘッジ利益   56,928   2,789  

12　その他の流動負債   18,086   23,230  

流動負債合計   12,743,762 41.3  10,663,559 39.9
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前事業年度

（平成17年３月31日現在）
当事業年度

（平成18年３月31日現在）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債        

１　退職給付引当金   504,508   556,287  

２　役員退職慰労引当金   174,474   234,390  

３　デリバティブ債務   1,759,108   ―  

固定負債合計   2,438,091 7.9  790,677 2.9

負債合計   15,181,853 49.2  11,454,236 42.8

        

（資本の部）        

Ⅰ　資本金 ※３  3,801,346 12.3  4,113,733 15.4

Ⅱ　資本剰余金        

資本準備金   6,607,013   6,919,400  

資本剰余金合計   6,607,013 21.5  6,919,400 25.9

Ⅲ　利益剰余金        

１　利益準備金   11,721   11,721  

２　任意積立金        

別途積立金   3,540,000   4,940,000  

３　当期未処分利益   1,678,946   1,534,038  

利益剰余金合計   5,230,667 17.0  6,485,759 24.3

Ⅳ　その他有価証券評価差額金   7,969 0.0  17,852 0.1

Ⅴ　自己株式 ※４  △835 △0.0  △2,259,726 △8.5

資本合計   15,646,161 50.8  15,277,019 57.2

負債・資本合計   30,828,015 100.0  26,731,256 100.0
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１　ネットワーク機器売上高  31,371,144   25,976,572   

２　サービス売上高  10,801,703 42,172,848 100.0 18,349,367 44,325,940 100.0

Ⅱ　売上原価        

１　期首商品たな卸高  4,544,943   4,409,369   

２　当期商品仕入高  28,144,190   23,186,396   

３　外注費  4,858,159   8,268,208   

４　他勘定受入高 ※１ 192,794   729,136   

小計  37,740,087   36,593,110   

５　他勘定振替高 ※２ 555,676   808,276   

６　期末商品たな卸高  4,409,369   5,103,001   

　　　合計  32,775,041   30,681,832   

７　ＳＩ開発原価 ※３ 1,460,598 34,235,640 81.2 2,482,582 33,164,415 74.8

売上総利益   7,937,207 18.8  11,161,525 25.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※３       

１　役員報酬  87,931   89,328   

２　給料手当  1,909,779   3,117,372   

３　賞与  212,112   305,768   

４　賞与引当金繰入額  517,236   297,464   

５　退職給付費用  119,450   304,020   

６　役員退職慰労引当金繰入
額

 47,110   71,110   

７　法定福利費  353,268   505,624   

８　荷造運賃  56,581   71,731   

９　広告宣伝費  36,728   57,405   

10　旅費交通費  148,242   217,336   

11　通信費  89,068   172,069   

12　租税公課  86,719   114,487   

13　支払手数料  208,921   1,001,658   

14　賃借料  429,029   827,420   

15　減価償却費  411,696   620,442   

16　貸倒損失  122   ―   

17　貸倒引当金繰入額  ―   31,538   

18　その他  554,283 5,268,281 12.5 965,660 8,770,440 19.8

営業利益   2,668,926 6.3  2,391,085 5.4
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前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  3,047   214   

２　受取配当金  ―   8,111   

３　為替差益  186,976   335,807   

４　その他  15,607 205,631 0.5 35,112 379,246 0.8

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  1,176   1,470   

２　商品廃棄損  36,846   20,420   

３　新株発行費  9,429   10,698   

４　上場手数料  14,611   ―   

５　自己株式取得費用  ―   5,893   

６　その他  3,734 65,798 0.1 7,195 45,677 0.1

経常利益   2,808,758 6.7  2,724,653 6.1

Ⅵ　特別利益        

１　固定資産売却益  ―   477   

２　投資有価証券売却益  14,186   30,000   

３　貸倒引当金戻入  28,217 42,403 0.1 ― 30,477 0.1

Ⅶ　特別損失        

１　固定資産除却損 ※４ 73,286   8,344   

２　合併諸費用  172,553   ―   

３　投資有価証券評価損  52,645   789   

４　会員権評価損  ―   1,499   

５　デリバティブ解約損  ― 298,485 0.7 341,098 351,732 0.8

税引前当期純利益   2,552,676 6.1  2,403,399 5.4

法人税、住民税及び事業
税

 1,340,308   518,400   

法人税等調整額  △349,760 990,548 2.4 456,348 974,749 2.2

当期純利益   1,562,128 3.7  1,428,650 3.2

前期繰越利益   171,916   181,122  

中間配当額   55,098   75,734  

当期未処分利益   1,678,946   1,534,038  
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(3）ＳＩ開発原価明細書

 

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　労務費  374,370 24.9 428,332 17.8

Ⅱ　経費 ※１ 1,132,093 75.1 1,974,875 82.2

当期総製造費用  1,506,463 100.0 2,403,208 100.0

期首仕掛品棚卸高  ―  169,782  

合併引継仕掛品  123,917  ―  

合計  1,630,381  2,572,991  

期末仕掛品棚卸高  169,782  90,408  

当期ＳＩ開発原価  1,460,598  2,482,582  

　原価計算の方法は、個別原価計算による実際原価計算であります。

 

（注）※１.主な内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

外注費 （千円） 924,207 1,812,820

賃借料 （千円） 62,260 46,450
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(4）利益処分案

株主総会承認年月日  
前事業年度

平成17年６月17日
当事業年度

平成18年６月23日（予定）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益   1,678,946  1,534,038

Ⅱ　利益処分額      

１　配当金  74,624  288,649  

２　役員賞与金
（うち監査役賞与金）

 
23,200
(200)

 
21,500
(600)

 

３　任意積立金      

別途積立金  1,400,000 1,497,824 800,000 1,110,149

Ⅲ　次期繰越利益   181,122  423,888
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重要な会計方針

項目 前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び評

価方法

（1）子会社株式

　　　移動平均法による原価法

（1）子会社株式

同左

（2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

（2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

　　時価のないもの

同左

２　デリバティブ等の評価基準

及び評価方法

デリバティブ

　時価法

デリバティブ

同左

３　たな卸資産の評価基準及び

評価方法

（1）商品

　移動平均法による原価法

（2）仕掛品

　個別法による原価法

（1）商品

同左

（2）仕掛品

同左

４　固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

　定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）については、

定額法

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。　

 　建物及び構築物 ８年～18年

 　工具器具及び備品 ５年～15年

(1）有形固定資産

　定率法

同左

 (2）無形固定資産

　定額法

　ただし、ソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法

(2）無形固定資産

同左

５　繰延資産の処理方法 新株発行費

　支出時全額費用処理

新株発行費

同左

６　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当期の負担

額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

 (3）品質保証引当金

　ソフトウェアの請負開発契約において、

保証期間中の瑕疵担保等の費用支出に備

えるため、過去の実績に基づいて算出し

た発生見込額を計上しております。

(3）品質保証引当金

同左
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項目 前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 (4）退職給付引当金

　従業員への退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき、当事業年度末において発生

していると認められる額を計上しており

ます。

　数理計算上の差異は、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により、

発生の翌事業年度から費用計上しており

ます。

(4）退職給付引当金

同左

 (5）役員退職慰労引当金

　役員及び執行役員への退職慰労金の支

給に備えるため、内規に基づく期末要支

給額の100％を計上しております。

(5）役員退職慰労引当金

同左

７　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

８　ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

　ただし、為替予約について振当処理の

要件を満たしている場合には、振当処理

を採用しております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

　為替予約取引、通貨オプション取引、

通貨スワップ取引、外貨建有価証券及び

外貨建定期預金を手段としております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

同左

 ・ヘッジ対象

　外貨建金銭債務及び外貨建購入予定取

引を対象としております。

・ヘッジ対象

同左

 ③　ヘッジ方針

　外貨建輸入取引に係る将来の外国為替

相場変動リスクをヘッジするために、社

内規程に基づき、過去の取引事例を勘案

し、現状の取引に対応して行っておりま

す。

③　ヘッジ方針

同左

 ④　ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ手段の相場変動額とヘッジ対象

の相場変動額を比較すること等によって、

ヘッジの有効性を確認しております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

同左
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項目 前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

９　その他財務諸表作成のため

の重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 ――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

 　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。

- 個 11 -



注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年３月31日現在）

当事業年度
（平成18年３月31日現在）

※１　担保に供している資産及びこれに対応する債務

　担保に供している資産

※１　担保に供している資産及びこれに対応する債務

　担保に供している資産

現金及び預金 4,500千円 現金及び預金 4,500千円

　営業保証金として差入れております。 　営業保証金として差入れております。

※２　有形固定資産の減価償却累計額

2,099,114千円

※２　有形固定資産の減価償却累計額

2,610,307千円

※３　会社が発行する株式の総数及び発行済株式の総数 ※３　会社が発行する株式の総数及び発行済株式の総数

会社が発行する株式の総数 普通株式 400,000株

発行済株式の総数 普通株式 149,250株

会社が発行する株式の総数 普通株式 1,600,000株

発行済株式の総数 普通株式 607,308株

※４　当社が保有する自己株式の数は、普通株式２株であ

ります。

※４　当社が保有する自己株式の数は、普通株式30,008株

であります。

――――― ※５　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

売掛金、未収入金、差入保証金 309,715千円

買掛金 977,906千円

　６　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は16,385千円で

あります。

　６　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は17,852千円で

あります。

――――― 　７　訴訟

　当社は、平成16年９月29日付で、富士通サポートア

ンドサービス株式会社及び富士通ネットワークソリュー

ションズ株式会社に対し、総額17億77百万円の請負代

金の支払を求める訴訟を提起しておりますが、未だ係

争中であり、現在裁判所で和解手続が進められており

ます。

　なお、請負代金に見合う仕入代金に相当する額につ

きましては、当事業年度末における貸借対照表の「商

品」勘定に含まれております。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　他勘定受入高の内訳 ※１　他勘定受入高の内訳

販売費及び一般管理費 192,794千円 販売費及び一般管理費 729,136千円

※２　他勘定振替高の内訳 ※２　他勘定振替高の内訳

工具器具及び備品 429,481千円

ソフトウェア 477

販売費及び一般管理費 88,871

営業外費用 36,846

計 555,676

工具器具及び備品 597,531千円

ソフトウェア 32,053

販売費及び一般管理費 158,271

営業外費用 20,420

計 808,276

※３　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費

 28,489千円

※３　研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

 212,831千円

※４　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※４　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 27,640千円

工具器具及び備品 42,757

ソフトウェア 2,889

計 73,286

工具器具及び備品 8,227千円

ソフトウェア  116

計 8,344
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①　リース取引関係

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計相当額及び期末残高相当額

 

取得価額相

当額

（千円）

減価償却累

計額相当額

（千円）

期末残高相

当額

（千円）

工具器具及び

備品
158,049 79,590 78,459

その他 6,663 1,665 4,997

ソフトウェア 22,178 9,872 12,305

計 186,891 91,128 95,762

 

取得価額相

当額

（千円）

減価償却累

計額相当額

（千円）

期末残高相

当額

（千円）

工具器具及び

備品
128,100 66,225 61,875

その他 6,663 3,887 2,776

ソフトウェア 21,475 13,688 7,786

計 156,240 83,802 72,438

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 38,253千円

１年超 59,351

計 97,604

１年内 34,068千円

１年超 40,232

計 74,301

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 55,830千円

減価償却費相当額 52,586

支払利息相当額 3,226

支払リース料 46,069千円

減価償却費相当額 43,806

支払利息相当額 2,375

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当分との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

 

 

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

②　有価証券関係

前事業年度（平成17年３月31日現在）

　子会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成18年３月31日現在）

　子会社株式で時価のあるものはありません。
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③　税効果会計関係

前事業年度
（平成17年３月31日現在）

当事業年度
（平成18年３月31日現在）

１．繰延税金資産の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金否認 364,466千円

未払費用否認 243,415

未払事業税否認  95,623

たな卸資産評価等引当否認 127,149

その他  50,133

計 880,789

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金否認 203,555

役員退職慰労引当金否認  71,010

減価償却損金算入限度超過額 152,648

投資有価証券評価損否認 53,859

その他 54,874

計 535,948

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △5,470

計 △5,470

繰延税金資産の純額 1,411,268

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金否認 121,068千円

未払費用否認 168,450

未払事業税否認 48,104

たな卸資産評価等引当否認 81,233

その他 ―

計 418,856

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金否認 226,408

役員退職慰労引当金否認 95,396

減価償却損金算入限度超過額 213,917

会員権評価損否認 610

貸倒引当金否認 1,886

その他 3,313

計 541,533

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △12,252

計 △12,252

繰延税金資産の純額 948,136

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるため

注記を省略しております。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

同左
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（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 104,677円86銭 26,425円68銭

１株当たり当期純利益 12,636円85銭 2,343円07銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 12,515円47銭 2,322円63銭

   

  

　当社は、平成17年12月20日付で株式

１株につき４株に株式分割を行ってお

ります。

　なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前連結会計年度

における１株当たり情報については、

以下のとおりとなります。

１株当たり純資産額 26,169円 46銭

１株当たり

当期純利益金額
3,159円 21銭

潜在株式調整後

１株当たり

当期純利益金額

3,128円 86銭

　（注）　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日

当事業年度
自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 1,562,128 1,428,650

普通株主に帰属しない金額（千円） 23,200 21,500

（利益処分による役員賞与金） （23,200） （21,500）

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,538,928 1,407,150

期中平均株式数（株） 121,781 600,556

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（株） 1,181 5,287

希薄化を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜

在株式の概要

（新株予約権）

株主総会の特別決議日

　平成15年６月18日

　（新株予約権の数659個）

（新株予約権）

株主総会の特別決議日

　平成17年６月17日

　（新株予約権の数98個）
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（ストック・オプション制度の採用）

　当社は平成17年６月17日の定時株主総会において、商法

第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権

方式により、平成17年６月17日定時株主総会終結時に在任

する当社の常勤取締役、執行役員及び従業員並びに当社子

会社の常勤取締役及び従業員に対してストック・オプショ

ンを付与することが決議されました。

　当該制度の内容は次のとおりであります。

（決議年月日）

平成17年６月17日株主総会特別決議

（付与対象者の区分及び人数）

当社の常勤取締役、執行役員及び従業員

当社子会社の常勤取締役及び従業員

人数は取締役会にて決定する。

（新株予約権の目的となる株式の種類）

普通株式

（株式の数）

3,500株を上限とする　（注）１

（新株予約権の行使時の払込金額）

（注）２

（新株予約権の行使期間）

平成19年７月１日～平成22年６月30日

（新株予約権の行使の条件）

①　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権

者」という。）は、権利行使時においても、当社の

常勤取締役、執行役員若しくは従業員又は当社の子

会社の常勤取締役若しくは従業員の地位にあること

を要す。ただし、当社又は当社の子会社の常勤取締

役を任期満了により退任した場合、当社又は当社子

会社の株主の方針により任期途中に辞任した場合、

定年退職その他正当な理由により退職した場合はこ

の限りではない。

②　上記①ただし書以下の場合であっても、当社若し

くは当社子会社の執行役員若しくは従業員たる新株

予約権者が定年退職した場合、又は当社若しくは当

社子会社の常勤取締役たる新株予約権者が退任若し

くは辞任した場合に、当社又は当社子会社の競合他

社へ再就職又は役員として就任したときは、当該再

就職又は役員就任時以降新株予約権を行使すること

ができないものとする。

 ―――――
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

③　新株予約権者が死亡した場合は、死亡の日から６ヶ

月以内（ただし、権利行使期間の末日が早く到来す

る場合は当該末日までとする。）に限り、相続人は、

新株予約権者の死亡時において本人が行使しうる新

株予約権の数を上限として権利を行使できるものと

する。ただし、当該相続人が死亡した場合、新株予

約権の再相続は認めない。

④　各新株予約権の一部行使はできないものとする。

（新株予約権1個を最低行使単位とする。）

⑤　この他の条件は、本株主総会及び取締役会決議に

基づき、当社と新株予約権者との間で個別に締結す

る新株予約権割当てに関する契約に定めるところに

よる。

（新株予約権の譲渡に関する事項）

新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

（注）１　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次

の算式により目的となる株式の数を調整するもの

とする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当

該時点で権利行使されていない新株予約権の目的

たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生

じる１株未満の端株についてはこれを切り捨てる

ものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併

合）の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併

を行い、新株予約権が承継される場合、または、

当社が吸収分割もしくは新設分割を行う場合は、

当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２　新株予約権１個当たりの行使に際して払込みを

すべき金額は、各新株予約権の行使により発行す

る株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」

という。）に新株予約権１個当たりの目的となる

株式数を乗じた金額とする。行使価額は、新株予

約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引

が成立しない日を除く。）の東京証券取引所にお

ける当社普通株式の取引の終値（以下「終値」と

いう。）の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満

の端数は切り上げる）とする。ただし、当該金額

が新株予約権発行日の終値（当日に終値がない場

合は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合

は、当該終値の価額とする。

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合

は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生じる1円未満の端数は切り上げる。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

1

分割（又は併合）の比率
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株

予約権の行使及び「商法等の一部を改正する法

律」（平成13年法律第128号）の施行前の商法第

280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使によ

り新株式を発行する場合を除く。）または自己株

式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額

を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切

り上げる。

既発行
株式数

＋

新規発行
株式数

×
1株当たり
払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

新規発行前の
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは当社

発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を

控除した数とし、また、自己株式を処分する場合

には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」に、「１株当たりの払込金額」を「１株当た

りの処分金額」に読み替えるものとする。

３　新株予約権者が、行使条件に該当しなくなった

ため新株予約権を行使できなくなった場合、取締

役会の決議をもって、当該新株予約権を無償で消

却することができる。

４　新株予約権の譲渡については、取締役会の承認

を要するものとする。
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７．役員の異動

　当該事項については、決算発表時点で内容が確定していないため、内容が確定した段階で役員の異動がある場合は、

追加の開示を行います。
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